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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　効果水性ベースコートであって、該効果水性ベースコートに対して、１～９９質量％の
割合の少なくとも１種の液晶水性調製剤（ＷＺ）、少なくとも１種の被膜形成重合体（Ｆ
Ｐ）及び少なくとも１種の効果顔料（ＥＰ）を含有し、
　前記液晶水性調製剤（ＷＺ）は、
　前記水性調製剤（ＷＺ）の不揮発成分に対して、少なくとも１種の水に分散可能なポリ
エステル（ＰＥＳ）（その製造の際に、ポリエステル構成要素の全体に対して、官能基（
Ｇｒ）の間に１２～７０個の炭素原子の脂肪族スペーサー基（ＳＰ）を有する二官能モノ
マー単位（ＤＭＥ）が７～５０モル％の割合で使用される）１０～９９．９質量％と、
　前記水性調製剤（ＷＺ）の不揮発成分に対して、正電荷の層状無機粒子（ＡＴ）（それ
以上挿入不可能なその単層は、平均層径（Ｄ）対平均層厚（ｄ）の比率Ｄ／ｄ＞５０を有
し、かつその電荷は少なくとも部分的に単一電荷の有機陰イオン（ＯＡ）で相補される）
０．１～３０質量％と、
を含有し、
　前記無機粒子（ＡＴ）は、少なくとも１種の、一般式：
　（Ｍ（１－ｘ）

２＋Ｍｘ
３＋（ＯＨ）２）（Ａｘ／ｙ

ｙ－）・ｎＨ２Ｏ
［式中、Ｍ２＋は２価の陽イオンであり、Ｍ３＋は３価の陽イオンであり、かつ（Ａ）は
原子価ｙを有する陰イオンであり、かつこの際、陰イオン（Ａ）の少なくとも一部分は単
一電荷の有機陰イオン（ＯＡ）によって代えられている］の混合水酸化物を含有する、
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効果水性ベースコート。
【請求項２】
　水に分散可能なポリエステル（ＰＥＳ）は、モノマー単位（ＤＭＥ）のほかに、更なる
成分として：
（ＭＥ１）：前記水に分散可能なポリエステル（ＰＥＳ）の構成要素の全体に対して、２
～１２個の炭素原子を有する非分枝鎖の脂肪族及び／又は環状脂肪族ジオール１～４０モ
ル％と、
（ＭＥ２）：前記水に分散可能なポリエステル（ＰＥＳ）の構成要素の全体に対して、４
～１２個の炭素原子を有する分枝鎖の脂肪族及び／又は環状脂肪族ジオール１～５０モル
％と、
（ＭＥ３）：前記水に分散可能なポリエステル（ＰＥＳ）の構成要素の全体に対して、４
～１２個の炭素原子を有する分枝鎖の脂肪族、環状脂肪族及び／又は芳香族ジカルボン酸
０～３０モル％と、
（ＭＥ４）：前記水に分散可能なポリエステル（ＰＥＳ）の構成要素の全体に対して、少
なくとも３個のカルボン酸残基を有する脂肪族、環状脂肪族及び／又は芳香族ポリカルボ
ン酸０～４０モル％と、
を有する、請求項１に記載の効果水性ベースコート。
【請求項３】
　被膜形成重合体（ＦＰ）は、構成要素として二官能モノマー単位（ＤＭＥ）を含有する
ポリエステル構成要素（ＰＥＳＢ）が組み込まれている、少なくとも１種の水に分散可能
なポリウレタン（ＰＵＲ）を含有する、請求項１又は２に記載の効果水性ベースコート。
【請求項４】
　有機陰イオン（ＯＡ）は、陰イオン基（ＡＧ）として、カルボン酸残基、スルホン酸残
基及び／又はホスホン酸残基を有する、請求項１から３までのいずれか１項に記載の効果
水性ベースコート。
【請求項５】
　有機陰イオン（ＯＡ）は、陰イオン基（ＡＧ）のほかに、ヒドロキシル基、エポキシ基
及び／又はアミノ基の群から選択される、付加的な官能基（ｃ）を有する、請求項１から
４までのいずれか１項に記載の効果水性ベースコート。
【請求項６】
　被覆剤としての、請求項１から５までのいずれか１項に記載の効果水性ベースコートの
使用。
【請求項７】
　ＯＥＭ層構造中のベースコートとしての、請求項１から５までのいずれか１項に記載の
効果水性ベースコートの使用。
【請求項８】
　ベースコート層は、請求項１から５までのいずれか１項に記載の効果水性ベースコート
から成る層を少なくとも１つ有する、プライマーコート、サーフェイサーコート、ベース
コート及びクリアコートから成るＯＥＭ層構造。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　特にその改善された生態学的特性に基づき、被覆剤市場で持続的に増加する割合を有す
る水性被覆剤について、レオロジー特性の改善のための無機積層複合材料をベースとする
添加剤が重要である。
【０００２】
　殊に自動車（ＯＥＭ）生産ライン塗料用の多層塗装の製造では、無機積層複合材料、例
えば、粘土鉱物、例えば、殊に天然由来のスメクタイト系、例えば、モンモリロナイト、
サポナイト又はヘクトライト、又は合成製造のスメクタイト系、例えば、ラポナイトが、
着色水性ベースコートのレオロジーを調整するために極めて重要である。前記の鉱物は、
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陰の表面電荷及び陽のエッジ電荷を有し、この鉱物は、殊にベースコートの高い剪断応力
が出現する塗装法において、ベースコートのレオロジー調整に肯定的に影響する。当然、
前記の鉱物を含有する水性コートはゲル化傾向を有し、このことは、水性ベースコートの
加工可能性に影響を及ぼし得て、又は所定の加工可能性で水性ベースコート中の非揮発性
物質の含量を制限する。
【０００３】
　水性ベースコート中に、効果顔料、殊に異方性効果顔料、例えば、アルミニウムフレー
ク又はマイカ顔料が存在する場合には、前記の鉱物の使用が絶対的であり、それというの
も、殊にフロップ動作において、及び輝度及び曇りにおいて、即ち、明‐暗シェージング
の成立において、焼成コート層において、メタリック効果の侵害がしばしば出現するから
である。
【０００４】
　ＷＯ‐Ａ‐０２／０５３６５８に、曇りの回避のために、少なくとも２種の中和脂肪酸
を含む混合物を含有する、ラポナイト含有の効果顔料を含有する水性ベースコート（次か
ら効果水性ベースコート）が記載されている。ＷＯ‐Ａ‐０２／０５３６５８に記載され
た効果水性ベースコートが既に特徴的な特性を有するとしても、殊にメタリック効果水性
ベースコートにおいて、良好なレオロジー特性及び卓越した光学的特性を非揮発性物質（
固体）の高含量と最適に組み合わせる必要がある。この際、卓越したメタリック効果（フ
ロップ）と高い輝度（反射光の高い割合及び散乱光の低い割合）の組合せが殊に重要であ
る。
【０００５】
　ＷＯ‐Ａ‐２００７／０６５８６１に、少なくとも８個の炭素原子を有する少なくとも
２個の有機陰イオンを対イオンとして有する、混合水酸化物、殊にハイドロタルサイト系
が記載されていて、この際、陰イオンは他の官能基、例えば、ヒドロキシル基、アミノ基
又はエポキシド基を有することができる。そのように変性化疎水性ハイドロタルサイトの
使用は、重合体の、殊にゴム様重合体の挿入可能な充填剤として記載されている。被覆剤
中のハイドロタルサイトの使用は、ＷＯ‐Ａ‐２００７／０６５８６１に一般に記載され
ている。疎水性ハイドロタルサイトは、限定的にＯＥＭ層構造の水性被覆剤での使用に適
するだけであり、それというのも、これは有利に水に分散可能な結合剤と分子レベルで相
容性が悪いからである。効果水性ベースコートにおける、光学的特性の改善、殊に高い輝
度を伴う卓越したメタリック効果（フロップ）の発生のための被覆剤の使用は、ＷＯ‐Ａ
‐２００７／０６５８６１に記載されていない。
【０００６】
　課題及び解明
　公知技術水準に照らして、本発明の課題として、殊に自動車生産ライン塗装のコート構
造中のベースコート層として、高い輝度と組み合わせた特徴的なメタリック効果（フロッ
プ）を有する、不揮発成分の高い割合を有する効果水性ベースコートの製造がある。
【０００７】
　驚異的にも、この課題を解明し、かつ水性ベースコートに対して、１～９９質量％の割
合の液晶水性調製剤（ＷＺ）及び少なくとも１種の効果顔料を有する効果水性ベースコー
トが発明され、この際、液晶水性調製剤（ＷＺ）は、（ＷＺ）の不揮発成分に対して、少
なくとも１種の水に分散可能なポリエステル（ＰＥＳ）（この製造の際に、ポリエステル
構成要素の全体に対して、官能基（Ｇｒ）の間に１２～７０個の炭素原子の脂肪族スペー
サー基（ＳＰ）を有する二官能モノマー単位（ＤＭＥ）が７～５０モル％の割合で使用さ
れる）１０～９９．９質量％、及び（ＷＺ）の不揮発成分に対して、正電荷の層状無機粒
子（ＡＴ）（それ以上挿入不可能なその単層は、平均層径（Ｄ）対平均層厚（ｄ）の比率
Ｄ／ｄ＞５０を有し、かつその電荷は少なくとも部分的に単一電荷の有機陰イオン（ＯＡ
）で相補される）０．１～３０質量％を有利に含有する。本発明による水性被覆剤は、更
なる成分として、少なくとも１種の被膜形成の、有利に水に分散可能な重合体（ＦＰ）、
有利に水に分散可能なポリウレタン（ＰＵＲ）を含有し、これは特に有利に、二官能モノ
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マー単位（ＯＭＥ）を有する少なくとも１種の水に分散可能なポリエステル構成要素（Ｐ
ＥＳＢ）を含有する。
【０００８】
　発明の説明
　液晶水性調製剤（ＷＺ）
　本発明による効果水性ベースコートは、液晶水性調製剤（ＷＺ）を、効果水性ベースコ
ートに対して、１～９９質量％、有利に５～９５質量％の割合で含有する。液晶水性調製
剤（ＷＺ）は、（ＷＺ）の不揮発成分に対して、少なくとも１種の水に分散可能なポリエ
ステル（ＰＥＳ）（この製造の際に、官能基（Ｇｒ）の間に１２～７０個の炭素原子の脂
肪族スペーサー基（ＳＰ）を有する二官能モノマー単位（ＤＭＥ）が、ポリエステル構成
要素の全体に対して、７～５０モル％の割合で使用される）１０～９９．９質量％、有利
に１５～９５質量％、及び（ＷＺ）の不揮発成分に対して、固体又は懸濁液で存在する正
電荷の層状無機粒子（ＡＴ）（それ以上は挿入不可能なその単層は、平均層径（Ｄ）対平
均層厚（ｄ）の比率Ｄ／ｄ＞５０を有し、かつその電荷は少なくとも部分的に単一電荷の
有機陰イオン（ＯＡ）で相補される）０．１～３０質量％、有利に１～２０質量％を含有
する。
【０００９】
　水に分散可能なポリエステル（ＰＥＳ）
　有利な液晶水性調製剤（ＷＺ）は、（ＷＺ）の不揮発成分に対して、少なくとも１種の
水に分散可能なポリエステル（ＰＥＳ）（その製造の際に、ポリエステル構成要素の全体
に対して、官能基（Ｇｒ）の間に１２～７０個の炭素原子の脂肪族スペーサー基（ＳＰ）
を有する二官能モノマー単位（ＤＭＥ）が７～５０モル％の割合で使用される）１０～９
９．９質量％、有利に１５～９５質量％を含有する。
【００１０】
　本発明の意において、水に分散可能とは、ポリエステル（ＰＥＳ）が水相で平均粒径＜
５００、有利に＜２００及び特に有利に＜１００ｎｍを有する凝集体を形成する、又は分
子で溶解していることを意味する。ポリエステル（ＰＥＳ）から成る凝集体の大きさは、
自体公知の方法で、ポリエステル（ＰＥＳ）での親水基の導入によって調整され得る。水
に分散可能なポリエステル（ＰＥＳ）に、有利に陰イオン形成能力を有する基を組み入れ
、この基はその中和後に、ポリエステル（ＰＥＳ）が水中で安定分散され得るように作用
する。陰イオン形成能力を有する好適な基は、有利にカルボン酸残基である。陰イオン形
成能力を有する基の中和のために、有利に同様にアンモニア、アミン及び／又はアミノア
ルコール、例えば、ジエチルアミン及びトリエチルアミン、ジメチルアミノエタノールア
ミン、ジイソプロパノールアミン、モルホリン及び／又はＮ‐アルキルモルホリンが使用
される。
【００１１】
　水に分散可能なポリエステル（ＰＥＳ）は、有利に質量平均分子量Ｍｗ（規格DIN 5567
2-1～-3により、標準としてポリスチロールを用いるゲル透過クロマトグラフィーにより
測定）１０００～１０００００ダルトン、特に有利に１５００～５００００ダルトンを有
する。
【００１２】
　本発明によるポリエステルの二官能モノマー単位（ＤＭＥ）は、官能基（Ｇｒ）の間に
１２～７０個の炭素原子を有する脂肪族スペーサー基（ＳＰ）を有する。有利な脂肪族ス
ペーサー基（ＳＰ）は、１５～６０、極めて特に有利に１８～５０個の炭素原子を有する
。更に、スペーサー基（ＳＰ）は、４～１２個の炭素原子を有する環状脂肪族又は芳香族
構造単位、炭素原子の全体に対して３０モル％まで、有利に２５モル％まで、特に有利に
２０モル％までの割合でエチレン系不飽和構造単位、及びヘテロ原子、例えば、有利に酸
素、硫黄及び／又は窒素を含有することができる。
モノマー単位（ＤＭＥ）の有利な官能基（Ｇｒ）は、ヒドロキシル基及び／又はカルボン
酸残基又は無水カルボン酸残基である。各々２個のヒドロキシル基又は２個のカルボン酸
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残基を有するモノマー単位が特に有利である。
モノマー単位（ＤＭＥ）として、１２～７０、有利に１５～６０、特に有利に１８～５０
個の炭素原子のスペーサー基（ＳＰ）を有する、有利にジオール及び／又はジカルボン酸
又はその無水物が使用される。
モノマー単位（ＤＭＥ）として、前記の規準を満たす二量体の脂肪アルコール及び／又は
二量体のオレフィン系不飽和脂肪酸及び／又はその水素添加誘導体、例えば、殊にFa. Un
ichemaのPripol（登録商標）系の二量体脂肪酸が極めて特に有利である。モノマー単位（
ＤＭＥ）は、水に分散可能なポリエステル（ＰＥＳ）の構成要素の全体に対して、７～５
０モル％、有利に８～４５モル％、特に有利に９～４０モル％の割合で使用される。
【００１３】
　水に分散可能なポリエステル（ＰＥＳ）は、更なる構成要素として、有利に次のモノマ
ー単位（ＭＥｎ）を含有する：
水に分散可能なポリエステルの構成要素の全体に対して、１～４０モル％、有利に２～３
５モル％、特に有利に５～３０モル％の割合で、２～１２個の炭素原子を有する非分枝鎖
の脂肪族及び／又は環状脂肪族ジオール（ＭＥ１）、例えば、殊にエチレングリコール、
ジエチレングリコール、１，３‐プロパンジオール、ジプロピレングリコール、１，４‐
ブタンジオール、１，６‐ヘキサンジオール、１，４‐シクロヘキサンジオール及び／又
は１，４‐ジメチロールシクロヘキサン、特に有利に１，４‐ブタンジオール及び／又は
１，６‐ヘキサンジオール（本発明の意において、非分枝鎖とは、脂肪族及び／又は環状
脂肪族炭素単位が他の脂肪族置換基を有しないことを意味する）、
水に分散可能なポリエステルの構成要素の全体に対して、１～５０モル％、有利に２～４
０モル％、特に有利に５～３５モル％の割合で、４～１２個の炭素原子を有する分枝鎖の
脂肪族及び／又は環状脂肪族ジオール（ＭＥ２）、例えば、殊にネオペンチルグリコール
、２‐メチル‐２‐プロピルプロパンジオール、２‐エチル‐２‐ブチルプロパンジオー
ル、２，２，４‐トリメチル‐１，５‐ペンタンジオール、２，２，５‐トリメチル‐１
，６‐ヘキサンジオール、特に有利にネオペンチルグリコール（本発明の意において、分
枝鎖とは、脂肪族及び／又は環状脂肪族炭素単位が他の脂肪族置換基を有することを意味
する）、
場合により、水に分散可能なポリエステルの構成要素の全体に対して、０～３０モル％、
有利に２～２５モル％、特に有利に５～２０モル％の割合で、４～１２個の炭素原子を有
する脂肪族、環状脂肪族及び／又は芳香族ジカルボン酸（ＭＥ３）、例えば、殊に蓚酸、
マロン酸、コハク酸、グルタル酸、アジピン酸、セバシン酸、マレイン酸、フマル酸、イ
ソフタル酸、テレフタル酸、オルトフタル酸、テトラヒドロフタル酸、ヘキサヒドロフタ
ル酸、１，２‐シクロヘキサンジ酸、１，４‐シクロヘキサンジ酸、又はその無水物、特
に有利に１，２‐シクロヘキサンジ酸、及び
場合により、水に分散可能なポリエステルの構成要素の全体に対して、０～４０モル％、
有利に０～３５モル％、特に有利に０～３０モル％の割合で、少なくとも３個のカルボン
酸残基を有する脂肪族、環状脂肪族及び／又は芳香族ポリカルボン酸（ＭＥ４）、例えば
、殊にベンゾールトリカルボン酸、例えば、ベンゾール‐１，２，４‐トリカルボン酸及
びベンゾール‐１，３，５‐トリカルボン酸、トリメリット酸、ピロメリット酸、グリセ
リン酸、リンゴ酸又はその無水物、特に有利にベンゾールトリカルボン酸、例えば、ベン
ゾール‐１，２，４‐トリカルボン酸及びベンゾール‐１，３，５‐トリカルボン酸。
【００１４】
　モノマー単位（ＤＭＥ）、（ＭＥ１）、（ＭＥ２）、及び場合により（ＭＥ３）及び（
ＭＥ４）の反応は、ポリエステル化学の一般に周知の方法により行われる。反応温度は、
有利に１４０～２４０℃、有利に１５０～２００℃である。特定の場合には、エステル化
反応を触媒させることが有利であり、この際、触媒として、例えば、テトラアルキルチタ
ネート、亜鉛アルコキシレート又は錫アルコキシレート、ジアルキル錫オキシド又はジア
ルキル錫オキシドの有機塩が使用される。
【００１５】
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　本発明の有利な実施態様で、先ず、第一段階で、モノマー単位（ＤＭＥ）、（ＭＥ１）
、（ＭＥ２）及び場合により（ＭＥ３）を、場合により好適な溶剤中で相互に反応させて
、それ自体本発明による水性ポリエステル（ＰＥＳ）として使用され得るポリエステルポ
リオールを得て（この際、全ジオール（ＭＥ１）、（ＭＥ２）及び場合により（ＤＭＥ）
の合計対全ジカルボン酸（ＭＥ３）及び場合により（ＤＭＥ）の合計のモル比は、３．５
：１～１．５：１、有利に３：１～１．７５：１及び特に有利に２．５：１～２：１であ
る）、その後に、場合により第二段階で、ポリエステルポリオールをモノマー単位（ＭＥ
４）と反応させて、本発明による水に分散可能なポリエステル（ＰＥＳ）を得る。DIN EN
 ISO 3682による水に分散可能なポリエステル（ＰＥＳ）の酸価は、有利にＫＯＨ１０～
８０ｍｇ／不揮発成分ｇ、特に有利にＫＯＨ２０～６０ｍｇ／不揮発成分ｇである。
【００１６】
　本発明のもう１つの実施態様で、水に分散可能なポリエステル（ＰＥＳ）は、架橋結合
可能な官能基（ａ）を有し、この際、それ自体と、及び／又はポリエステル（ＰＥＳ）の
他の官能基と、及び／又は本発明による効果水性ベースコートの他の成分と、殊に架橋結
合剤（Ｖ）と、共有結合の形成下に反応させることができる全ての基が原則的に好適であ
る。そのような基は、既に挙げたモノマー構成要素（ＤＭＥ）及び／又は（ＭＥｎ）を介
して又はそのような基を有する他の構成要素を介して導入される。
【００１７】
　それ自体と反応する基（ａ）の例は、次のものが挙げられる：メチロール基、メチロー
ルエーテル基、Ｎ‐アルコキシメチルアミノ基及び殊にアルコキシシリル基。基（ａ）と
して、殊にヒドロキシル基、アミノ基及び／又はエポキシ基が有利である。ヒドロキシル
基が特に有利であり、この際、水に分散可能なポリエステル（ＰＥＳ）のヒドロキシル価
は、DIN EN ISO 4629により、有利にＫＯＨ１０～５００、有利に２０～２００ｍｇ／不
揮発成分ｇである。
【００１８】
　無機粒子（ＡＴ）
　有利な液晶水性調製剤（ＷＺ）中に、（ＷＺ）の不揮発成分に対して、固体又は有利に
懸濁液で存在する正電荷の層状無機粒子（ＡＴ）（それ以上は挿入不可能なその単層は、
平均層径（Ｄ）対平均層厚（ｄ）の比率Ｄ／ｄ＞５０を有し、かつその電荷は少なくとも
部分的に単一電荷の有機陰イオン（ＯＡ）で相補される）０．１～３０質量％、有利に１
～２０質量％が含有されている。平均層径（Ｄ）は、ＲＥＭ（Raster電子顕微鏡）撮影の
評価を介して調査され、一方、層厚（ｄ）は実験的にレントゲン構造分析により、単一プ
レートでのＡＦＭ（Atmic Force Microscopy）によるプロフィール測定及び分子構造を識
別して計算的に調査され得る。正電荷の無機粒子（ＡＴ）の平均層径（Ｄ）は、有利に１
００～１０００ｎｍ、特に有利に２００～５００ｎｍであり、平均層厚（ｄ）は、有利に
１．０ｎｍ以下、特に有利に０．７５ｎｍ以下である。
【００１９】
　正電荷の無機粒子（ＡＴ）の製造は、自体公知の方法により、天然に存在する又は合成
条件の層状鉱物の対イオン（Ａ）と単一電荷の有機陰イオン（ＯＡ）との交換によって、
又は単一電荷の有機陰イオン（ＯＡ）が存在する合成によって行なわれ得る。そのために
、例えば、個々の層の間の空間を膨潤させることができ、かつその中に有機陰イオン（Ｏ
Ａ）が溶解している好適な液状媒体中に、正電荷の無機粒子（ＡＴ）を懸濁させ、かつ引
き続いて再び分離させる（Langmuir 21(2005), 8675）。
【００２０】
　イオン交換の場合には、合成条件の対イオン（Ａ）の有利に１５モル％以上、特に有利
に３０モル％以上を、単一電荷の有機陰イオン（ＯＡ）に代える。有機対イオンの大きさ
及び空間的配向に依存して、通例、層構造は拡大され、この際、有利に電気的荷電層の間
の間隔は、少なくとも約０．２ｎｍ、有利に少なくとも約０．５ｎｍ拡大される。
【００２１】
　層状の正電荷の無機粒子（ＡＴ）は、本発明により有利に、例えば、殊に式：
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　　　（Ｍ（１－ｘ）
２＋Ｍｘ

３＋（ＯＨ）２）（Ａｘ／ｙ
ｙ－）・ｎＨ２Ｏ

［式中、Ｍ２＋は２価の陽イオンであり、Ｍ３＋は３価の陽イオンであり、対イオンとし
て、原子価ｙを有する陰イオン（Ａ）であり、この際、ｘは０．０５～０．５の値を有し
、対イオン（Ａ）の一部分は単一電荷の有機陰イオン（ＯＡ）によって代えられている］
の混合水酸化物である。
【００２２】
　２価の陽イオンＭ２＋として、カルシウムイオン、亜鉛イオン及び／又はマグネシウム
イオン、３価の陽イオンＭ３＋として、アルミニウムイオン及び陰イオン（Ａ）として、
ホスフェートイオン、スルフェートイオン及び／又はカルボネートイオンが特に有利であ
り、それというのも、これらのイオンは、本発明による層硬化の際に、色調が変化しない
ことを広汎に保証するからである。混合水酸化物の合成は公知である（例えば、Eilji Ka
nezaki, Preparation of Layered Double Hydroxides in Interface Science and Techno
logy, Vol1, Chapter 12, page 345ff - Elsevier, 2004, ISBN 0-12-088439-9）。合成
は、大抵、陽イオンの塩の混合物から、水相で、限定された一定に保持された塩基性ｐＨ
値で行なわれる。中間空間に挿入された無機対イオン（Ａ）として、金属塩の陰イオンを
含有する混合水酸化物が得られる。合成が、二酸化炭素が存在して行なわれる場合には、
通例、挿入されたカルボネートイオン（Ａ）を有する混合水酸化物が得られる。合成が、
二酸化炭素又はカルボネートの排除下に、単一電荷の有機陰イオン（ＯＡ）又はその酸性
前駆体が存在して行なわれる場合には、通例、中間空間に挿入された有機陰イオン（ＯＡ
）を有する混合水酸化物が得られる（共沈法又はテンプレート法）。混合水酸化物の製造
のための１選択的合成法は、挿入すべき所望の陰イオンが存在する金属アルコラートの加
水分解にある（ＵＳ‐Ａ‐６５１４４７３）。更に、挿入すべき単一電荷有機陰イオン（
ＯＡ）を、挿入されたカルボネートイオン（Ａ）を有する混合水酸化物に、イオン交換に
よって導入させることが可能である。このことは、例えば、挿入すべき所望の陰イオン（
ＯＡ）が存在して、非晶質の焼成された混合酸化物の再水和作用によって行うことができ
る。挿入されたカルボネートイオン（Ａ）を含有する混合水酸化物を、温度＜８００℃で
焼成させることにより、層構造の取得下に、非晶質混合酸化物が得られる。
【００２３】
　イオン交換は、選択的に水性又はアルコール水性媒体中で、挿入すべき有機陰イオンの
酸性前駆体が存在して行なわれ得る。この際、挿入すべき単一電荷有機陰イオン（ＯＡ）
の前駆体の酸度に応じて、カルボネートイオン（Ａ）を除去するために、希鉱酸での処理
が必要である。
【００２４】
　電荷の少なくとも部分的な相補のために及び前記の混合水酸化物の拡大のために使用さ
れる単一電荷有機陰イオン（ＯＡ）は、電荷担体として、陰イオン基（ＡＧ）、例えば、
特に有利にカルボン酸、スルホン酸及び／又はホスホン酸の単一電荷の陰イオンを有する
。単一電荷有機陰イオンは、有利に分子量＜１０００ダルトン、特に有利に＜５００ダル
トンを有する。
【００２５】
　本発明のもう１つの実施態様で、単一電荷有機陰イオン（ＯＡ）は、被覆剤の硬化の際
に、場合により重合体（ＦＰ）の官能基（ａ）と共有結合の形成下に反応する官能基（ｃ
）を付加的に有する。官能基（ｃ）は、特に有利に、ヒドロキシル基、エポキシ基及び／
又はアミノ基の群から選択される。官能基（ｃ）は、単一電荷有機陰イオン（ＯＡ）の陰
イオン基（ＡＧ）から、有利にスペーサーによって分離され、この際、スペーサーは、場
合によりヘテロ原子、例えば、窒素、酸素及び／又は硫黄で変性されかつ場合により置換
された、合計して２～３０個の炭素原子、有利に３～２０個の炭素原子を有する脂肪族及
び／又は環状脂肪族、場合によりヘテロ原子、例えば、窒素、酸素及び／又は硫黄で変性
されかつ場合により置換された、合計して２～２０個の炭素原子、有利に３～１８個の炭
素原子を有する芳香族、及び／又は前記の環状脂肪族及び芳香族の部分構造の群から選択
され、この際、部分構造中に、官能基（ｃ）と陰イオン基（ＡＧ）との間に、殊に少なく
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とも３個の炭素原子及び／又はヘテロ原子が存在している。
【００２６】
　単一電荷の有機陰イオン（ＯＡ）のスペーサーは、官能基（ｃ）を陰イオン基（ＡＧ）
に対してｍ位又はｐ位に有する、場合により置換されたフェニル基又はシクロヘキシル基
が特に有利である。殊にこの際、官能基（ｃ）として、ヒドロキシル基及び／又はアミノ
基及び陰イオン基（ＡＧ）としてカルボキシレート基及び／又はスルホネート基が使用さ
れる。本発明のもう１つの実施態様で、有機陰イオン（ＯＡ）は、少なくとも２個の前記
官能基（ｃ）を有する。
【００２７】
　１個の官能基（ｃ）を有する単一電荷の有機陰イオン（ＯＡ）として、
ｍ‐アミノベンゾールスルホネート又はｐ‐アミノベンゾールスルホネート、ｍ‐ヒドロ
キシベンゾールスルホネート又はｐ‐ヒドロキシベンゾールスルホネート、ｍ‐アミノベ
ンゾエート又はｐ‐アミノベンゾエート及び／又はｍ‐ヒドロキシベンゾエート又はｐ‐
ヒドロキシベンゾエート、
又は２個の官能基（ｃ）を有する単一電化有機陰イオン（ＯＡ）として、
３‐ヒドロキシ‐４‐アミノベンゾールスルホネート、３‐アミノ‐４‐ヒドロキシベン
ゾールスルホネート、３‐ヒドロキシ‐４‐アミノベンゾールベンゾエート及び／又は３
‐アミノ‐４‐ヒドロキシベンゾエートが極めて特に有利である。
【００２８】
　合成条件で有利に陰イオン（Ａ）としてカルボネートを含有する、前記の特に有利な混
合水酸化物では、イオン交換の際に、陰イオン（Ａ）の有利に１５モル％以上、特に有利
に３０モル％以上が、単一電荷の有機陰イオン（ＯＡ）に代えられる。
【００２９】
　正電荷無機粒子（ＡＴ）の変性は、別々の方法で、本発明による被覆剤への加入混合の
前に実施されることが有利であり、この際、この方法は特に有利に水性媒体中で実施され
る。単一電荷有機陰イオン（ＯＡ）で変性化の電気的に電荷された無機粒子（ＡＴ）は、
有利に１合成段階で製造される。そのようにして製造された粒子は、極めて僅かしか固有
色を示さず、これは無色であることが有利である。
【００３０】
　単一電荷の有機陰イオン（ＯＡ）で変性化の陽性電荷の粒子（ＡＴ）は、合成段階で、
殊に陽イオン及び有機陰イオンの金属塩から製造され得る。この際、有利に単一電荷の有
機陰イオン（ＯＡ）のアルカリ性水溶液中で、二価の陽イオンＭ２＋及び三価の陽イオン
Ｍ３＋の塩の水性混合物を、所望の化学量論が調整されるまで装入させる。この添加は、
有利にＣＯ２を含まない雰囲気中で、有利に不活性ガス雰囲気下に、例えば、窒素下に、
攪拌しながら１０～１００℃の温度で、有利に室温で行われ、この際、水性反応混合物の
ｐＨ値は、有利にアルカリ性水酸化物、有利にＮａＯＨの添加により、８～１２、有利に
９～１１の範囲に保持される。金属塩の水性混合物の添加後に、生じた懸濁液を前記の温
度で０．１～１０日間、有利に３～２４時間老化させ、生じた沈殿を、有利に遠心分離に
より分離させ、脱イオン水で数回洗浄する。その後に、精製した沈殿から、水を用いて、
固体含量５～５０質量％、有利に１０～４０質量％を有する、単一電荷の有機陰イオン（
ＯＡ）で変性させた陽性電荷の粒子（ＡＴ）の懸濁液を生成させる。
【００３１】
　そのように製造した、変性化陽性電荷の無機粒子（ＡＴ）の懸濁液を、本発明による被
覆剤の製法で、原則的に各相で、即ち、被覆剤の残余成分の添加前、添加の間及び／又は
添加後に加入混合させることができる。
【００３２】
　通例、個々の層としてではなく積層として得られかつ使用される、変性化陽性電荷の無
機粒子（ＡＴ）として取得される層状複混合水酸化物の結晶化度は、選択される合成パラ
メーター、使用される陽イオンの種類、Ｍ２＋／Ｍ３＋陽イオンの比率及び使用される陰
イオンの種類及び量に依存し、かつできるだけ大きな値を取り入れるべきである。
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【００３３】
　混合水酸化物相の結晶化度は、干渉性散乱領域の計算値として、相応するレントゲン回
析線の分析から、例えば、Ｍｇ‐Ａｌをベースとする混合複水酸化物の場合には、反射［
００３］及び［１１０］が表示され得る。即ち、例えば、Eliseev et. al.は、検査され
るＭｇ‐Ａｌをベースとする混合複水酸化物の領域度の成長への熱的老化の影響を示し、
かつこれを、２７Ａｌ‐ＮＭＲスペクトルでの相応する信号の相対的強度を介して示され
る八面体配位のアルミニウムとしての混合水酸化物層への、なお現存する四面体配位アル
ミニウムの漸進的組込みによって説明している（Doklady Chemistry 387(2002),777）。
【００３４】
　液晶水性調製剤（ＷＺ）の他の成分
　液晶水性調製剤は、更にコートで常用の添加剤を有効量で含有することができる。即ち
、液晶水性調製剤（ＷＺ）中に、有利な無機粒子（ＡＴ）、有利なポリエステル（ＰＥＳ
）及び被膜形成重合体（ＦＰ）、殊に水に分散可能なポリウレタン（ＰＵＲ）の他に、殊
に水に混合可能な又は水溶性の溶剤が、（ＷＺ）の不揮発成分に対して、４０質量％まで
、有利に３０質量％まで、特に有利に２０質量％までの割合で含有されていてよい。好適
なコート添加剤の更なる例は、例えば、教科書Johan Bielemanの"Lackadditive",Verlag 
Wiley-VCH, Weinheim, New York, 1998に記載されている。
【００３５】
　液晶水性調製剤（ＷＺ）の製造
　液晶水性調製剤（ＷＺ）は、先ず、変性化の電気的荷電の無機粒子（ＡＴ）以外の全て
の調製剤成分を混合させることによって有利に製造される。生じた混合物中に、変性化の
正電荷の無機粒子（ＡＴ）又は有利に、前記の方法により有利に製造された、変性化の電
気的荷電の無機粒子（ＡＴ）の懸濁液を、有利に懸濁液が一様に分散されるまで（これは
光学的方法により、殊に視覚検査により鑑視される）攪拌下に装入させる。生じる混合物
を、有利に１０～５０℃、有利に室温で、２～３０分間、有利に５～２０分間、超音波で
の攪拌下に、無機粒子ＡＴ製剤の微細な均一分散が達成されるまで処理し、この際、特に
有利な１実施態様では、超音波源の先端を混合物中に浸漬させる。超音波処理の間に、混
合物の温度は１０～６０Ｋほど上昇する。そのようにして製造された分散液を、有利に少
なくとも１２時間室温で攪拌下に老化させる。その後に、分散液を有利に水で、１０～７
０質量％、有利に１５～６０質量％の固体含量に調整する。
【００３６】
　液晶水性調製剤（ＷＺ）の特性
　調製剤（ＷＺ）は液晶特性を有する。これは、殊に交差偏光板下に、本発明による成分
（ＡＴ）の濃度に依存して等方相の他に存在し得る、複屈折位相を示す。複屈折位相の組
織は、それがネマチック相に起因されるような組織と極めて等しい。
【００３７】
　本発明による水性調製剤の超小角Ｘ線散乱により、及びKryo-Bruechen（Kryo-REM）の
走査型電子顕微鏡による画像スキャンによって、典型的なラメラ層構造を描くことができ
、又はその平均層距離に関して第１順位の最高強度から特徴付けることができる。
【００３８】
　被膜形成の水に分散可能な重合体（ＦＰ）
　本発明による効果水性ベースコートは、液晶水性調製剤（ＷＺ）の他に、更なる成分と
して、効果水性ベースコートの不揮発成分に対して、水に分散可能な被膜形成重合体（Ｆ
Ｐ）有利に５～８０質量％、特に有利に１０～６０質量％を含有する。そのような水に分
散可能な被膜形成重合体は、例えば、ＷＯ‐Ａ‐０２／０５３６５８に記載され、この際
、本発明では、有利に、前記のポリエステル（ＰＥＳ）と異なる水に分散可能なポリエス
テル、水に分散可能なポリアクリレート、水に分散可能なポリウレタン及び／又は水に分
散可能なアクリル化ポリウレタンの群からの被膜形成重合体（ＦＰ）が使用される。
【００３９】
　本発明の有利な１実施態様で、水に分散可能な被膜形成重合体（ＦＰ）は、少なくとも
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１種の水に分散可能なポリウレタン（ＰＵＲ）を含有し、これは、ポリエステル構成要素
（ＰＥＳＢ）の構成要素の全体に対して、１～４０モル％、有利に２～３５モル％、特に
有利に５～３０モル％の割合で前記の二官能モノマー単位を有する、特に有利に少なくと
も１種のポリエステル構成要素（ＰＥＳＢ）を含有する。
【００４０】
　本発明の意において、水に分散可能とは、ポリウレタン（ＰＵＲ）が、水相で、平均粒
径＜５００、有利に＜２００及び特に有利に＜１００ｎｍを有する凝集体を形成する、又
は分子的に分散して溶解していることを意味する。ポリウレタン（ＰＵＲ）から成る凝集
体の大きさは、自体公知の方法で、ポリウレタン（ＰＵＲ）での親水基の導入によって調
節され得る。
【００４１】
　水に分散可能なポリウレタン（ＰＵＲ）中に、その中和後に、ポリウレタン（ＰＵＲ）
が水中に安定して分散され得るように作用する、有利に陰イオン形成能力を有する基が組
み込まれている。陰イオン形成能力を有する好適な基は、有利にカルボン酸残基である。
陰イオン形成能力を有する基の中和のために、有利に同様にアンモニア、アミン及び／又
はアミノアルコール、例えば、ジエチルアミン及びトリエチルアミン、ジメチルアミノエ
タノールアミン、ジイソプロパノールアミン、モルホリン及び／又はＮ‐アルキルモルホ
リンが使用される。
【００４２】
　ポリウレタン（ＰＵＲ）のポリエステル構成要素（ＰＥＳＢ）の二官能モノマー単位（
ＤＭＥ）は、官能基（Ｇｒ）の間に１２～７０個の炭素原子を有する脂肪族スペーサー基
（ＳＰ）を有する。ポリエステル構成要素（ＰＥＳＢ）の有利なスペーサー基（ＳＰ）及
びモノマー単位（ＤＭＥ）は、水に分散可能なポリエステル（ＰＥＳ）の説明に示されて
いる。
【００４３】
　ポリエステル構成要素（ＰＥＳＢ）のモノマー単位（ＤＭＥ）として、前記の規準を満
たす二量体の脂肪アルコール及び／又は二量体のオレフィン系不飽和脂肪酸及び／又はそ
の水素化誘導体、例えば、殊にFa. UnichemaのPripol（登録商標）‐系の二量体脂肪酸が
極めて特に有利である。
【００４４】
　更なる成分として、ポリウレタン（ＰＵＲ）の有利なポリエステル構成要素（ＰＥＳＢ
）は、場合により更なるモノマー単位の他に、有利に次のモノマー単位（ＭＥｎｎ）を含
有する：
ポリエステル構成要素（ＰＥＳＢ）の構成要素の全体に対して、１～８０モル％、有利に
２～７５モル％、特に有利に５～７０モル％の割合で、２～１２個の炭素原子を有する非
分枝鎖の脂肪族及び／又は環状脂肪族ジオール（ＭＥ１１）、例えば、殊にエチレングリ
コール、ジエチレングリコール、１，３‐プロパンジオール、ジプロピレングリコール、
１，４‐ブタンジオール、１，６‐ヘキサンジオール、１，４‐シクロヘキサンジオール
及び／又は１，４‐ジメチロールシクロヘキサン、特に有利に１，４‐ブタンジオール及
び／又は１，６‐ヘキサンジオール。本発明の意における非分枝鎖とは、脂肪族及び／又
は環状脂肪族炭素単位が他の脂肪族置換基を持たないことを意味する。
ポリエステル構成要素（ＰＥＳＢ）の構成要素の全体に対して、１～４０モル％、有利に
２～３５モル％、特に有利に５～３０モル％の割合で、４～１２個の炭素原子を有する脂
肪族、環状脂肪族及び／又は芳香族ジカルボン酸（ＭＥ２２）、例えば、殊に蓚酸、マロ
ン酸、コハク酸、グルタル酸、アジピン酸、セバシン酸、マレイン酸、フマル酸、イソフ
タル酸、テレフタル酸、オルトフタル酸、テトラヒドロフタル酸、ヘキサヒドロフタル酸
、１，２‐シクロヘキサンジ酸、１，４‐シクロヘキサンジ酸又はその無水物、特に有利
にイソフタル酸。
【００４５】
　モノマー単位（ＤＭＥ）、（ＭＥ１１）、（ＭＥ２２）及び場合により他のモノマー単
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位の反応は、一般に周知のポリエステル化学法により行なわれる。反応温度は、１４０～
２４０℃、有利に１５０～２００℃であることが有利である。特定の場合には、エステル
化反応を触媒することが有利であり、この際、触媒として、例えば、テトラアルキルチタ
ネート、亜鉛アルコキシレート又は錫アルコキシレート、ジアルキル錫オキシド又はジア
ルキル錫オキシドの有機塩が使用される。
【００４６】
　水に分散可能なポリウレタン（ＰＵＲ）は、有利に、ポリエステル構成要素（ＰＥＳＢ
）及び場合により他の、１ポリオール単位当たり少なくとも２個のヒドロキシル基を有す
る低分子及び／又は高分子ポリオールから構成され、これは有利に、ビスイソシアナト化
合物及び／又はその混合物及び／又はその二量体、三量体又は四量体の付加体、例えば、
殊にビウレット又はイソシアヌレート、例えば、有利にヘキサメチレンジイソシアネート
、イソホロンジイソシアネート、ＴＭＸＤＩ、４，４’‐メチレン‐ビス‐（シクロヘキ
シルイソシアネート）、４，４’‐メチレン‐ビス‐（フェニルイソシアネート）、１，
３‐ビス‐（１‐イソシアナト‐１‐メチルエチル）ベンゾール）、特に有利にヘキサメ
チレンジイソシアネート及び／又はイソホロンジイソシアネート、及び陰イオン形成能力
を有する化合物、例えば、殊に２，２‐ビス‐（ヒドロキシメチル）‐プロピオン酸と反
応してポリウレタンに変換される。ポリウレタン（ＰＵＲ）は、ポリオール、有利にトリ
オール、特に有利に１，１，１‐トリス‐（ヒドロキシメチル）‐プロパンの配分使用に
よって分枝鎖構成されることが有利である。ポリウレタンの水分散可能性は、陰イオン形
成能力を有する基の中和によって、有利にアミン、特に有利にジエタノールアミンを用い
て達成され、この際、中和可能な基の全体に対して、中和度８０～１００％が有利である
。
【００４７】
　本発明のもう１つの実施態様では、被膜形成重合体（ＦＰ）、殊に水に分散可能なポリ
ウレタン（ＰＵＲ）は、例えば、既に水に分散可能なポリエステル（ＰＥＳ）で説明した
架橋結合可能な官能基（ａ）を有する。ヒドロキシル基が特に有利であり、この際、DIN 
EN ISO 4629による被膜形成重合体（ＦＰ）のヒドロキシル価は、有利にＫＯＨ０～２０
０、有利に０～１００ｍｇ／不揮発成分ｇであり、かつ殊に、DIN EN ISO 4629による水
に分散可能なポリウレタン（ＰＵＲ）のヒドロキシル価は、有利にＫＯＨ０～５０、有利
に０～３０ｍｇ／不揮発成分ｇである。
【００４８】
　効果水性ベースコートの効果顔料（ＥＰ）
　効果顔料（ＥＰ）とは、表面被覆に特殊な装飾効果をもたらす全ての顔料が解される。
効果顔料（ＥＰ）とは、例えば、車両塗装及び工業用塗装において又はインク製造及び着
色剤製造において、常用可能な全ての効果付与顔料のことである。この種類の効果顔料（
ＥＰ）の例は、純粋な金属顔料、例えば、アルミニウム顔料、鉄顔料又は銅顔料、干渉顔
料、例えば、二酸化チタン被覆マイカ、酸化鉄被覆マイカ、混合酸化物被覆マイカ、金属
酸化物被覆マイカ又は液晶顔料である。
【００４９】
　本発明により、効果顔料（ＥＰ）として、薄片状の金属顔料、有利にアルミニウム顔料
、例えば、殊にリーフィング顔料又はノンリーフィング顔料（これについて、BASF Handb
uch Lackiertechnik, Seiten 164ff, Vincentz-Verlag, Hannover, 2002参照）、及び／
又はマイカ顔料、干渉顔料及び真珠箔顔料（これについて、BASF Handbuch Lackiertechn
ik, Seiten 165ff, Vincentz-Verlag, Hannover, 2002参照）が有利である。
【００５０】
　本発明による効果水性顔料中の効果顔料（ＥＰ）の含量は広汎に変化し得て、所望する
効果顔料（ＥＰ）の不透明度に及び光学的効果の強度に依る。本発明による効果水性ベー
スコートは、有利に、効果水性ベースコートの不揮発成分に対して、効果顔料（ＥＰ）又
は異なった効果顔料（ＥＰ）を含む混合物０．１～５０質量％、有利に０．５～４０質量
％、特に有利に１～３０質量％及び極めて特に有利に２～２５質量％を含有する。
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【００５１】
　効果水性ベースコートの他の成分
　更に、本発明による水性ベースコートは、相補基として、被覆剤の硬化の際にポリエス
テル（ＰＥＳ）及び／又は被膜形成重合体（ＦＰ）の、殊にポリウレタン（ＰＵＲ）の官
能基（ａ）と共有結合の形成下に反応する、少なくとも２個の官能基（ｂ）を有する架橋
結合剤（Ｖ）を含有することができる。
【００５２】
　架橋結合剤（Ｖ）において、官能基（ａ）として特に有利なヒドロキシル基と反応する
官能性の相補基が有利であり、この際、（ｂ）は、場合により遮断されたポリイソシアネ
ート基及び／又は場合によりアルコールと部分的又は完全にエーテル化しているメチロー
ル基の群から有利に選択される。好適なポリイソシアネート及び好適なメチロール基含有
成分の例は、例えば、ＥＰ‐Ａ‐１１９２２００に記載されている。
【００５３】
　更に、本発明による水性調製剤は、常用のコート添加剤を有効量で含有することができ
る。即ち、例えば、公知量の更なる着色顔料及び常用の充填剤が被覆剤の成分であってよ
い。顔料及び／又は充填剤は有機又は無機化合物から成ってよく、例えば、ＥＰ‐Ａ‐１
１９２２００に挙げられている。他の使用可能な添加剤は、例えば、他の結合剤、例えば
、ポリウレタン又はポリアクリレート、殊にポリウレタン、ＵＶ吸収剤、ラジカル受容体
、スリップ添加剤、重合抑制剤、消泡剤、乳化剤、湿潤剤、流展剤、被膜形成助剤、レオ
ロジー調整添加剤及び有利に官能基（ａ）、（ｂ）及び／又は後記の基（ｃ）の反応のた
めの触媒、及び官能基（ａ）、（ｂ）及び／又は（ｃ）のための付加的な架橋結合剤であ
る。好適なコート添加剤の更なる例は、例えば、Johan Bielemanの教本"Lackadditive",V
erlag Wiley-VCH, Weinheim, New York, 1998に記載されている。
【００５４】
　本発明による効果水性ベースコートの製造及び塗装及び生じるベースコート層の特性評
価
　本発明による効果水性ベースコートの製造は、コート分野で常用かつ公知の全方法によ
り、好適な混合攪拌機、例えば、攪拌釜、溶解機又はウルトラタラックス中で行なわれ得
る。水性調製剤（ＷＺ）を有利に前以って装入させ、水に分散可能な被膜形成重合体（Ｆ
Ｐ）、効果顔料（ＥＰ）及び場合により前記の更なる成分を攪拌下に添加する。本発明に
よる効果水性ベースコートを、有利に水で、有利に５～５０質量％、特に有利に１０～４
５質量％、殊に２０～４０質量％の固体含量に調整する。
【００５５】
　生じる本発明による効果水性ベースコート、殊に、効果顔料（ＥＰ）の添加前の、水性
調製剤（ＷＺ）及び被膜形成重合体（ＦＰ）を含む混合物から成る前駆体は、同様に液晶
特性を有する。
【００５６】
　本発明による効果水性ベースコートは、ベースコート層の形成のために、生じる層中の
揮発成分を除去するための熱処理後に、乾燥層厚が５～５０μｍ、有利に６～４０μｍ、
特に有利に７～３０μｍ、殊に８～２５μｍであるような湿潤被膜厚で塗装されることが
有利である。本発明による効果水性ベースコートの塗装は、常用の塗装法で、例えば、ス
プレー、ナイフ塗装、はけ塗り、注入、浸漬又はローラー塗りによって行なわれ得る。ス
プレー塗装法を適用する場合には、圧縮空気スプレー、エアーレススプレー、高回転スプ
レー及び静電的スプレー塗装（ＥＳＴＡ）が有利である。
【００５７】
　本発明による効果水性ベースコートの塗装は、通例、最高７０～８０℃の温度で実施さ
れ、従って、好適な塗装粘度は、短時間に作用する熱的負荷で被覆剤の変化又は損傷及び
その場合により再加工すべきオーバースプレーが生じることなく達成され得る。
【００５８】
　本発明による効果水性ベースコートからの塗装層の有利な熱処理は、自体公知の方法で
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、例えば、空気循環炉中での加熱又は赤外線ランプの照射によって行なわれる。熱硬化は
、８０～１８０℃、有利に１００～１６０℃の温度で、１分間～２時間、有利に２分間～
１時間、特に有利に１０～４５分間行われることが有利である。熱的に強い負荷能力を有
する支持体、例えば、金属が使用される場合には、熱処理は、１８０℃以上の温度でも実
施され得る。しかし一般に、１６０～１８０℃の温度を超えないことが推奨される。これ
に対して、熱的に最大限までしか負荷能力を持たない支持体、例えば、プラスチックが使
用される場合には、硬化過程に必要な温度及び時間は、この最大限に決めるべきである。
熱硬化は、３０秒間～２時間、有利に１分間～１時間、殊に２～３０分間の一定の静止時
間後に行なわれ得る。静止時間は、殊に塗装されたベースコート層の流展のため及びガス
抜きのため又は揮発成分、例えば、溶剤又は水の蒸発のために役立てる。静止時間は、こ
の際、塗装層の損傷又は変化、例えば、時期尚早の完全な架橋結合が生じない限り、８０
℃までの高められた温度の使用を通じて支持されかつ短縮され得る。
【００５９】
　本発明による効果水性ベースコートは、自動車系塗装、自動車修繕塗装及び工業的塗装
、殊に金属コイル被覆（コイルコーティング（Coil Coating））の範囲での多数の使用に
好適である。
【００６０】
　本発明による効果水性ベースコートは、金属支持体及び／又はプラスチック支持体上の
ＯＥＭ層構造におけるベースコート層として有利に使用され、これは、金属支持体では、
支持体から見て、電解的析出の腐食保護層、有利に陰極析出層、その上に塗装された中塗
層及び中塗層の上に塗装された上塗層から成り、この上塗層は本発明による効果水性ベー
スコート及び最終的なクリアコートから構成されている。この際、電気浸漬コート、殊に
陰極浸漬コートは、サーフェイサーコート塗装の前に有利に硬化される。次の段階で、サ
ーフェイサーコートが塗装され、形成された中塗層は硬化されることが有利である。その
後に、更なる２段階で、先ず本発明による効果水性ベースコート及び最後にクリアコート
が塗装される。この際、有利な１方法では、第一段階で本発明による効果水性ベースコー
トを塗装し、かつ１～３０分間、有利に２～２５分間、２０～９０℃、有利に室温～８５
℃の温度で曝気させ、かつ次の段階でクリアコート、有利に２成分クリアコートを上塗さ
せ、この際、ベースコート及びクリアコートを一緒に硬化させる。
【００６１】
　本発明のもう１つの実施態様では、中塗層を、本発明による効果水性ベースコートを含
む層の塗装前に、１～３０分間、有利に２～２０分間、４０～９０℃、有利に５０～８５
℃の温度で曝気させる。その後に、中塗層、ベースコート層及びクリアコート層を一緒に
硬化させる。
【００６２】
　そのように製造されたＯＥＭ層構造は、スメクタイト含有ベースコートを有するＯＥＭ
層構造に比べて、ベースコート層の明らかに高められた角度依存反射特性（輝度）を示す
。この際、輝度Ｌ＊は、角度依存的に分光光度計で測定される。小さい視野角での輝度対
大きな視野角での輝度の比率（Flop）は、スメクタイト含有ベースコートの突出した値に
相応する値を有する。本発明による効果水性ベースコートで製造した被覆物は、この突出
した特性のほかに、特徴的な耐湿性、中塗層及び殊にクリアコート層への特徴的な接着性
及び硬化後の特徴的な固有色安定性を有する。更に、本発明による効果水性ベースコート
を用いて、比較的低い焼成温度及び良好な上塗外観を有する被覆物が実現可能である。
【００６３】
　次の例につき、本発明を詳説する。
【００６４】
　例
　例１：本発明によるポリエステル（ＰＥＳ）の水性分散液の合成
　アンカー攪拌機、窒素導入口、還流冷却機及び蒸留ブリッジを備えた反応器中に、１，
６‐ヘキサンジオール１０．５１１ｇ、２，２‐ジメチル‐１，３‐プロパンジオール９
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．９７７ｇ、シクロヘキサン‐１，２‐ジカルボン酸アンヒドリド６．３２９ｇ、二量体
の脂肪酸（Pripol（登録商標）1012, Firma Unichema, 二量体含量少なくとも９７質量％
、三量体含量高々１質量％、モノマー含量高々痕跡量）２３．４１０ｇ及びシクロヘキサ
ン０．８０６ｇを装入させる。反応器内容物を、窒素雰囲気中攪拌下に、反応混合物がDI
N EN ISO 3682による酸価ＫＯＨ８～１２ｍｇ／不揮発成分ｇ及び粘度３．７～４．２dPa
s（Fa. ICIのコーンプレート粘度計中２３℃で２‐ブトキシエタノール中の反応混合物の
８０質量％溶液として測定）を有するまで、２２０℃に加熱する。その後に、シクロヘキ
サンを溜去させ、反応混合物を１６０℃に冷却させる。
【００６５】
　その後に、反応混合物に、１，２，４‐ベンゾールトリカルボン酸アンヒドリド１０．
５１１ｇを添加し、１６０℃に加熱し、生じるポリエステルがDIN EN ISO 3682による酸
価ＫＯＨ３８ｍｇ／不揮発成分ｇ、DIN EN ISO 4629によるヒドロキシル価ＫＯＨ８１ｍ
ｇ／不揮発成分ｇ、質量平均分子量Ｍｗ約１９０００ダルトン（規格DIN 55672-1～-3に
より、ゲル透過クロマトグラフィーによって標準としてポリスチロールを用いて測定）及
び粘度５．０～５．５dPas（Fa. ICIのコーンプレート粘度計中２３℃で２‐ブトキシエ
タノール中の反応混合物の５０質量％溶液として測定）を有するまでこの温度で保持する
。
【００６６】
　反応混合物を１３０℃に冷却させ、Ｎ，Ｎ‐ジメチルアミノ‐２‐エタノール２．３６
９ｇを添加する。更に９５℃への冷却後に、脱イオン水１７．０４１ｇ及び２‐ブトキシ
エタノール１９．０４６ｇを添加する。生じる分散液を更にＮ，Ｎ‐ジメチルアミノ‐２
‐エタノール及び脱イオン水の添加により、ｐＨ値７．４～７．８及び不揮発成分６０質
量％に調整する。
【００６７】
　例２：本発明によるポリウレタン（ＰＵＲ）の水性分散液の合成
　アンカー攪拌機、窒素導入口、還流冷却機及び蒸留ブリッジを備えた反応器中に、１，
６‐ヘキサンジオール３０ｇ、ベンゾール‐１，３‐ジカルボン酸１６ｇ、オリゴマーの
脂肪酸（Pripol（登録商標）1012, Firma Uniqema, 二量体含量少なくとも９７質量％、
三量体含量高々１質量％、モノマー含量高々痕跡量）５４ｇ及びキシロール０．９ｇを装
入させる。反応器内容物を、窒素雰囲気中攪拌下に、反応混合物がDIN EN ISO 3682によ
る酸価ＫＯＨ４ｍｇ以下／不揮発成分ｇ及び粘度１１～１７dPas（Fa. ICIのコーンプレ
ート粘度計中５０℃で測定）を有するまで２３０℃に加熱する。生じるポリエステル溶液
は、不揮発成分７３質量％を有する。
【００６８】
　アンカー攪拌機、窒素導入口、還流冷却機及び蒸留ブリッジを備えたもう１つの反応器
中に、前記のポリエステル溶液２１．００７ｇ、２，２‐ジメチル‐１，３‐プロパンジ
オール０．２０５ｇ、２，２‐ビス‐（ヒドロキシメチル）‐プロピオン酸１．２５２ｇ
、２‐ブタノン５．７４５ｇ及び３‐イソシアナトメチル‐３，３，５‐トリメチルシク
ロヘキシルイソシアネート５．７４５ｇを装入させる。反応器内容物を窒素雰囲気中攪拌
下に、反応混合物が、Ｎ‐メチルピロリドン中２：１希釈物として、イソシアネート含量
０．８～１．１質量％及び粘度５～７dPas（Fa. ICIのコーンプレート粘度計中２３℃で
測定した）を有するまで８２℃に加熱する。その後に、反応混合物に１，１，１‐トリス
‐（ヒドロキシメチル）プロパン０．５５４ｇを添加し、８２℃に加熱し、かつ反応混合
物がＮ‐メチルピロリドン中１：１希釈物としてイソシアネート含量０．３質量％以下及
び粘度１２～１３dPas（Fa. ICIのコーンプレート粘度計中２３℃で測定した）を有する
までこの温度で保持する。反応混合物を２‐ブトキシエタノール５．３６５ｇで希釈し、
Ｎ，Ｎ‐ジメチルアミノ‐２‐エタノール０．６３９ｇを添加する。生じる混合物を脱イ
オン水６０ｇ中に入れ、この際、温度を８０℃で保持する。その後に、２‐ブトキシエタ
ノールを、反応混合物に対して、０．２５質量％以下の残留含量になるまで溜去させる。
生じる分散液を更にＮ，Ｎ‐ジメチルアミノ‐２‐エタノール及び脱イオン水の添加によ



(15) JP 5546626 B2 2014.7.9

10

20

30

40

50

り、ｐＨ値７．２～７．４及び不揮発成分２７質量％に調整する。
【００６９】
　例３：ハイドロタルサイトの合成及び変性化
　４‐アミノベンゾールスルホン酸（４‐absa）の０．２１モル水溶液に、ＺｎＣｌ２・
６Ｈ２Ｏ（０．５２モル）及びＡｌＣｌ３・６Ｈ２Ｏ（０．２６モル）を含む水性混合物
を、室温で窒素雰囲気及び持続的攪拌下に３時間に渡って添加する。この際、ｐＨ値を、
３モルのＮａＯＨ溶液の添加によりｐＨ＝９で一定に保持する。金属塩の水性混合物の添
加後に、生じる懸濁液を室温で３時間老化させる。生じる沈殿を遠心分離によって分離し
、脱イオン水で４回洗浄する。
【００７０】
　生じる白色反応生成物Ｚｎ２Ａｌ（ＯＨ）６（４‐absa）・２Ｈ２Ｏの懸濁液（ＬＤＨ
‐懸濁液）は、固体含量２７．１質量％及びｐＨ値９を有する。
【００７１】
　例４：本発明による効果水性ベースコートの前駆体の製法
　液晶水性調製剤（ＷＺ）の製造のために、製造例３によって製造したハイドロタルサイ
ト懸濁液１３．５ｇを、攪拌下に、脱イオン水９．０ｇで希釈した製造例１によるポリエ
ステル水性分散液（ＰＥＳ）１５．０ｇを含む混合物中に室温で装入させ、かつ１２時間
攪拌する。液晶調製剤でしばしば観察されるシュリーレンを有する粘稠性の白色分散液が
生じる。
【００７２】
　交差偏光下に、ネマチック液晶の複屈折相が、等方性の非複屈折相のほかに検知可能で
ある。超小角Ｘ線散乱は、ラメラ構造に典型的であるような最大強度を示す。散乱ベクト
ルｑ～０．０８５［１／ｎｍ］（シンクロトロン放射光研究所HASYLAB, DORIS, BW4, DES
Y, Hamburgで測定した、波長λ＝１．３８ｎｍの放射線について）での第１順位の最大強
度は７５ｎｍの中間層間隔に相応する。
【００７３】
　その後に、液晶水性調製剤（ＷＺ）に、製造例２によるポリウレタン水性分散液（ＰＵ
Ｒ）８５．０ｇを被膜形成重合体（ＦＰ）として攪拌下に添加する。各々分散液に対して
、ポリエステル（ＰＥＳ）７．４質量％、ポリウレタン（ＰＵＲ）１８．７質量％、２‐
ブトキシエタノール６．４質量％及びハイドロタルサイト３．０質量％を含有する、保存
可能なミルク状低粘性分散液が生じる。小角Ｘ線散乱は、ラメラ構造に典型的であるよう
な最大強度を示す。散乱ベクトルｑ～０．３０［１／ｎｍ］（波長λ＝０．１５４ｎｍの
ＣｕＫα放射線について）での第１順位の最大強度は２１ｎｍの中間層間隔に相応する。
交差偏光下に、複屈折相は検知不可能である。液体被膜の加熱相（１００℃で５分間）後
に、なお未だ均一の相は、交差偏光フィルター及び暴光パラメーターの同一調整下に、高
められた強度を有する。
【００７４】
　例５（比較例）：スメクタイト成分を有するＰＥＳ／ＰＵＲ分散液の製造
　製造例１によるポリエステル水性分散液（ＰＥＳ）１５．０ｇに、製造例２によるポリ
ウレタン水性分散液（ＰＵＲ）８５．０ｇを攪拌下に混合させる。その後に、混合物に対
して、合成のスメクタイト化合物（Fa. LaPorteのLaponite（登録商標） RD）３質量％及
び混合物に対して、ポリプロピレングリコール（Fa. BASFのPluriol P600）３質量％を含
む混合物２０．０ｇを攪拌下に添加させる。澄明な無定形の分散液が生じる。
【００７５】
　例６及び７（比較例）：効果顔料含有の水性ベースコートの製造、その塗装及びその特
性
　例６（本発明による）及び７（比較例）による効果水性ベースコートの製造のために、
例４による調製剤（ＷＺ）中に及び例５（比較例）による分散液中に、二酸化チタンで被
覆したマイカ含量（Fa. BASF SEのExterior Mearin Fine Pearl）５．０ｇを加入攪拌す
る。



(16) JP 5546626 B2 2014.7.9

10

20

30

40

【００７６】
　ＯＥＭコート構造を有する試料の製造のために、Fa. Chemetallの陰極浸漬コートを施
した予備処理鋼製パネル（鋼製パネルの厚さ：７５０μｍ、陰極浸漬コートの厚さ２１＋
／－２μｍ）を使用する。
【００７７】
　この鋼製パネルに、商慣習の黒色サーフェイサーコート（Fa. BASF Coatings AGのFU 4
3-9000）を塗装し、１４５℃で２０分間硬化させる。生じる中塗層の乾燥層厚は、２５＋
／－２μｍである。
【００７８】
　黒色サーフェイサーコートを被覆した鋼製パネル上に、例６（本発明による）及び７（
比較例）による効果水性ベースコートを、自動スプレー塗装により塗装し、この際、Fa. 
Koehneのスプレー装置を使用する。生じる水性ベースコート層を、室温で１０分間暴気さ
せ、その後に８０℃で１０分間乾燥させる。生じる水性ベースコート層の乾燥層厚は、２
０＋／－５μｍである。
【００７９】
　水性ベースコートを被覆した鋼製パネル上に、商慣習の２成分クリアコート（Fa. BASF
 Coatings AGのFF99-0140及びSC29-0199）を、スプレー塗装により塗装する。生じるクリ
アコート層を室温で１０分間乾燥させる。引き続いて、１４０℃で２０分間硬化させる。
生じるクリアコート層の乾燥層厚は、４５＋／－５μｍである。
【００８０】
　そのように被覆した鋼製パネルで、分光光度計（Fa. X-RiteのMA 68 II）を用いて、角
依存的に５観察角度で、次の表１に示されている輝度Ｌ１＊～Ｌ＊５を測定する。
【００８１】
　表１：本発明による例６による効果水性ベースコート及び例７（比較）による効果水性
ベースコートを含む層の輝度Ｌｎ＊

【表１】

【００８２】
　測定データは、例７による公知技術水準のスメクタイト含有水性ベースコートを含む層
を有する構造に比べて、例６による本発明による効果水性ベースコートを含む層を有する
構造の明らかに改善された輝度を示す。フロップ効果、輝度値Ｌ５＊（１１５°の角度で
）対Ｌ１＊（１５°の角度で）の比率Ｌ＊５／Ｌ＊１では、例６による本発明による効果
水性ベースコートは、例７による公知技術水準によるスメクタイト含有水性ベースコート
に等しい。
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